
大学ポートレート（仮称）の検討状況について

１．検討状況

〇 「大学における教育情報の活用と公表に関する中間まとめ」（平成２３年８月：文

部科学省「大学における教育情報の活用支援と公表の促進に関する協力者会議」）の

提言を踏まえ、データベースを用いた教育情報の活用・公表のための共通的な仕組み

（大学ポートレート（仮称））の整備に関する検討を行うため、本年２月、大学関係

者で組織する「大学ポートレート（仮称）準備委員会」が発足。【参考１】

〇 本年３月、「準備委員会」において、大学ポートレート（仮称）への参加・不参加

の判断は各大学に委ねることを大前提としつつ、

・ 大学ポートレート（仮称）の運営体制に関し、

① 運営方針は、設置形態ごとの大学団体、評価団体、日本私立学校振興・共済事

業団等関係する事業を行う団体、有識者からなる「運営委員会」が決定すること、

② 執行業務は、「大学の質保証のための新法人※」に附置する「大学ポートレー

ト（仮称）センター」が担うこと、

③ 私立大学については、日本私立学校・共済事業団で実施している情報収集と連

携することにより、各大学の追加負担を回避すること、

について、了承。【参考２】

・ また、構築スケジュールについて、平成２６年度からのシステムの本格稼働を念

頭に、今後の検討を進めること、

について、了承。【参考３】

〇 また、これに加え、大学ポートレート（仮称）のシステム開発に先立つ取組として、

統計調査（学校基本調査）で作成する基礎的なデータの公表についても取組を進めて

いくことを了承。

※大学評価・学位授与機構と大学入試センターを統合し、廃止される国立大学財務・経営センターの業務を承継。

２．今後の予定

【大学ポートレート（仮称）の構築に関すること】

〇 収集する情報項目・表示方法等の具体案について、「準備委員会」の下に設置する、

「ワーキング・グループ」において、検討を進める予定。【参考４】

【統計調査で作成されるデータの先行公表に関すること】

〇 年内を目途に、全国の大学に対し、統計調査（学校基本調査）で作成されるデータ

の提供について、協力を依頼する文書を発出予定。

なお、公表のイメージは、公立大学協会において既に実施されている取組を参考に、

【参考５】のとおりとする予定。

資料７

1



参考１ 

 

 

大学ポートレート（仮称）準備委員会委員名簿 

 

平成 24年 2月 17日現在 

（50 音 順・敬 称 略） 

  浅田 尚紀  広島市立大学理事長・学長 

  安達 淳   国立情報学研究所教授・学術基盤推進部長 

  岡本 和夫  独立行政法人大学評価・学位授与機構理事 

  小田 一幸  東京造形大学理事長 

  金子 元久  独立行政法人国立大学財務・経営センター教授 

  小林 雅之  東京大学大学総合教育研究センター教授 

  佐久間勝彦  千葉経済大学短期大学部理事長・学長 

◎ 鈴木 典比古 国際基督教大学長 

○ 関根 秀和  大阪女学院短期大学理事長・学長 

  高倉 翔   日本高等教育評価機構副理事長 

  西尾 章治郎 大阪大学大学院情報科学研究科教授 

  松本 亮三  東海大学観光学部長 

  牟田 博光  東京工業大学大学院社会理工学研究科教授 

  村上 哲也  大月短期大学長 

  山田 信博  筑波大学長 

  山田 礼子  同志社大学社会学部教授 

  山本 雅淑  日本私立学校振興・共済事業団私学経営情報センター長 

 

【オブザーバー】 

文部科学省 

独立行政法人大学入試センター 

独立行政法人日本学生支援機構 

 

※ ◎は委員長 

   ○は副委員長 
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 参考４ 

 

 

 

大学ポートレート（仮称）準備委員会ワーキンググループ委員名簿 

 

平成 24年 4月 26日現在 

（50 音 順・敬 称 略） 

 

 

浅野  茂  神戸大学企画評価室准教授 

麻生 隆史  山口短期大学理事長・学長 

  宇川  彰  筑波大学理事 

  圓月 勝博  同志社大学文学部長 

小林 雅之  東京大学大学総合教育研究センター教授 

佐川 秀夫  学校法人文化学園理事・学園経理本部長 

高橋 哲也  大阪府立大学副学長 

鳥居 朋子  立命館大学教授 

  中田  晃  一般社団法人公立大学協会事務局長 

  松本 美奈  読売新聞東京本社教育取材班「大学の実力」担当 

村上 哲也  大月短期大学長 

  山本 雅淑  日本私立学校振興・共済事業団私学経営情報センター長 
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